
江坂運輸株式会社

現 金 ・ 預 金 80,624,463 営 業 未 払 金 83,820,661

営 業 未 収 入 金 216,544,640
１ 年 以 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金 39,000,000

前 払 費 用 16,612,814 未 払 金 65,680,580

未 収 入 金 153,328,755 リ ー ス 債 務 2,984,135

そ の 他 の 流 動 資 産 161,415 未 払 法 人 税 等 18,577,300

未 払 費 用 65,844,852

預 り 金 2,467,920

賞 与 引 当 金 69,042,268

役 員 賞 与 引 当 金 3,430,000

467,272,087 350,847,716

建 物 500,788,906 長 期 借 入 金 305,500,000

構 築 物 6,106,272 長 期 未 払 金 90,055

機 械 装 置 870,676 長 期 リ ー ス 債 務 5,915,199

車 輌 運 搬 具 32,114,038 退 職 給 付 引 当 金 38,438,010

工 具 器 具 備 品 10,370,208 役員退職慰労引当金 5,488,434

土 地 366,300,000 株 式 給 付 引 当 金 1,800,834

有 形 リ ー ス 資 産 7,130,018 そ の 他 の 固 定 負 債 7,000,000

364,232,532

923,680,118 715,080,248

電 話 施 設 利 用 権 59

権 利 金 17,967,063 資 本 金 20,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア 2,269,167 資 本 準 備 金

無 形 リ ー ス 資 産 840,000 そ の 他 資 本 剰 余 金 10,000,000

21,076,289 資 本 剰 余 金 10,000,000

保 証 金 10,812,090 利 益 準 備 金 7,500,000

そ の 他 の 投 資 310,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 718,129,758

長 期 繰 延 税 金 資 産 47,559,422 別 途 積 立 金 3,700,000

繰 越 利 益 剰 余 金 714,429,758

利 益 剰 余 金 725,629,758

自 己 株 式

株 主 資 本 計 755,629,758

58,681,512 その他有価証券評価差額金

1,003,437,919 評価・換算差額等計

755,629,758

1,470,710,006 1,470,710,006負 債 及 び 純 資 産 合 計

負 債 合 計

純 資 産 合 計

資 産 合 計

投 資 等 計

繰 延 資 産

純資産の部

有 形 固 定 資 産 計

固 定 資 産 計

無 形 固 定 資 産 計

貸   借   対   照   表

（単位：円）

資  産  の  部

金  額

負  債  の  部

金  額

（２０２３年３月３１日）

流 動 資 産 計 流 動 負 債 計

科     目科     目

固 定 負 債 計



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
1 減価償却資産の減価償却の方法

・・・・・ 定額法

・・・・・ 定額法

但し、電話施設利用権は非償却資産です。

・・・・・

2 引当金の計上基準

・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

株式給付引当金 ・・・・・ 株式交付規程に基づく当社の取締役等へのセンコーグループホール

ディングス株式会社株式の給付に備えるため、当事業年度末における

株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

3 消費税等の会計処理方法

Ⅱ 当期純利益金額　 133,286,280円

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産、 

センコー（株）からの出向役員に対する年間賞与を月次均等で計上して
おります。

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。

従業員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額基準に基づい
て計上しております。

役 員 退 職 慰 労

引 当 金

従業員の退職給付に備えるため、退職給付会計基準に定める簡便法
を採用しております。

賞 与 引 当 金

貸 倒 引 当 金

役 員賞 与引 当金

退 職給 付引 当金

無形固定資産（リース資産を除く）

但し、機械装置及び工具器具備品については、定率法を採用しております。

有形固定資産（リース資産を除く）

個　　別　　注 　記　 表

役員退職金の支給に備えるため、退職慰労金支給に関する内規に基
づく期末要支給額を計上しております。

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税抜き方式によっております。


